
目標の達成状況：令和５年度調達改善計画の全ての取組について着実に実施しており、計画通り進捗

競争環境の整備

■今年度の電子応札率は約70％となり、昨年度の実績(約69％)を
上回った。(※本応札率は、システムによってデジタル庁が抽出したものである)

■入札説明会のオンライン実施や電子メールによる見積書等の徴取、
電子調達システムによる電子入札・契約を推奨する。

■実績要件を技術審査の評価基準の必須項目に原則として設定
しないこととし、新規参入者等が応札・応募しやすい環境を整える。

■四半期毎の調達予定情報をHPに掲載し、新規参入者の準備期
間を確保する。又、調達情報に特化したメール配信サービス(メール
マガジン)を導入し、企業等の応札・応募意欲の喚起を図る。

■第４四半期の事業開始を原則として禁止し、事業期間や納期ま
での期間の十分な確保につなげる。

■企業等へのアンケート調査の結果を今後における仕様書の見直し
に活用する。

■全入札案件等を対象に「競争性の確保・向上のためのチェックリス
ト」を作成させ、改善の取組を徹底させる。

■会計監査組織が、入札公告前の事前監査において実績要件を必須項目
に設定していないことをチェックする体制を整えることで実行性を確保した。

■年に４回、合計418件の調達予定情報をHPに掲載するとともに、メール
配信サービス(メールマガジン)を7月下旬より開始し、原則として毎営業日配
信することで、競争性の向上を図った。

■省内の調達担当部署に対し、8月下旬に会計監査組織より改めて注意喚
起のメールを発信し、改めて本取組に対する周知徹底を図った。

■190件(令和4年度第4四半期分～令和5年度第3四半期分)のアンケー
トを回収し、企業等から得られた意見を今後の仕様書の見直しに活用する。

■会計監査組織が、公告・公募前にチェックリストに基づく改善の取組が実行さ
れていることをチェックする体制を整えることで、実行性を確保した。

■昨年度の委員会で検証した1者応札・応募案件17件のうち6件については
今年度の調達で複数者応札・応募に改善された。

■外部有識者から成る契約監視委員会で1者応札・応募案件の
改善状況をフォローアップし、今後の改善に活用する。

重 

点 

的 

な 

取 

組

令和５年度調達改善計画の年度末自己評価の概要
主な計画内容（年間） 取 組 実 績 等

共
通
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スタートアップを始
めとした新規事業
者からの調達拡大

■スタートアップを含めた新規事業者の入札参加機会の拡大を推奨
するなどの方策を講じる。

■スタートアップを含む技術力のある中小企業者等については、競争参加資格
の等級にかかわらず上位等級の入札に参加できる措置を原則化した。

調達事務の
デジタル化の推進

随契事前確認公
募の活用及び価
格交渉の推進

■複数年度に亘り1者応札・応募となっている案件について、随意契
約事前確認公募への移行を行うとともに、価格交渉により経済性を
確保する。

■随意契約事前確認公募を実施した22件を対象に価格交渉を実施すること
により、契約予定者が当初提示した価格と比較して約1,800万円の削減効
果が得られた。

調達改善に向けた
審査・管理の充実

※上記の他、アウトソーシングの活用による会計事務手続の効率化の取組等を継続して実施。
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